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Transfer Pricing in Polish practice

ポーランド移転価格税制対応

の勘所（移転価格調整を中心に）
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本日の議題

対応策
独立企業間

原則

1. 独立企業間原則 – 会社に

とって意味すること?
• 独立企業間原則の定義

• TPRーC様式における独立企業

間原則に関する移転価格供述書

• 会社、経営陣のリスク

3. 独立企業間原則に基づく取

引を確実に行うための方法

• グループにおける拠点の機能に適

合した移転価格方針

• セーフハーバー規定

• 実際の取引価格を独立企業間取引

レンジへ調整（移転価格調整）

2. 取引が独立企業間原則に基

づいているか否かの評価

• 移転価格文書は、取引が独立企業

間価格で実施されているかを確認

することを目的としている。

• 移転価格報告は、税務当局に取引

に関するベンチマークを提供する

ことを目的としている。

4. 移転価格方針に関する税務当

局からの確認の取得

• APA（事前確認制度）により納税

者は実施する取引が独立企業間原

則に基づいているか税務当局から

確認を得ることが可能
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1. 独立企業間原則
会社にとって意味すること？

独立企業間原則の定義

法人税法第 11c 条*
「関連企業は、非関連企業間で合意される条

件に基づいて移転価格を設定する義務があ

る。」

01

TPRーC様式における独立企業間原

則に関する移転価格供述書

TPR-C 様式の一部として、取締役会のメン

バーは、関連会社あるいは タックスヘイブ

ンに拠点を置く会社との取引が独立企業間原

則に基づいて実施されていることを表明する。

02

会社、経営陣のリスク

 会社：追徴課税および重加算税

 取締役メンバー：署名したTPR-C様式およ

び会社の事業活動に対する個人責任

03

＜主な論点＞

 「関連事業体」とみなされるのはどのよ
うな事業体か? 重要な影響力を及ぼすと
はどういう意味か?

 タックスヘイブンに拠点を置く事業体と
のどのような取引が対象になるか？

 取引のどのような条件を考慮すべきか?

＜主な論点＞

 取引が独立企業間価格で実施されている
か否かの判断

 どの取引についてベンチマーク分析を実
施する必要があるか？

 外国人が TPR-C 様式に署名する場合の
留意点

 TPR-C 様式の提出時期および方法

＜主な論点＞

 追徴課税リスクの抑制

 取締役メンバーへの責任に対するリスク
の抑制

*OECDモデル租税条約第9条に基づく
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2. 独立企業間取引
取引が独立企業間原則に基づいているか否かの評価

LF

BS

MF

TPR

CBC

ORD
-U

ローカルファイル

ローカル ファイルの主な目的

は、取引が独立企業間原則に

基づいて行われていることを

示すこと

マスターファイル

マスターファイルの主な目的は、グループの

移転価格方針が独立企業間原則に基づいてい

ることを示すこと

ベンチマーク分析
ベンチマーク分析の主な目的は、独立企業間価格
レンジを算定すること

TPR-C様式
TPR-C 様式による報告の目的は、税務当局が取
引が独立企業間原則に基づいて行われているかど
うかを分析するための主要な情報を入手すること

国別報告書、国別報告通知書
国別報告書は、国の間の人為的な利益移転の事
例を特定可能

ORD-U様式
ORD-U 様式による報告
の目的は、税務当局が非
居住者との契約を分析す
るための主要な情報を入
手すること

留意点:

• 移転価格税制による
要請事項・義務の適
切な把握

• 文書化が義務付けら
れる基準額の確認

• 文書化される取引の
種類の確認

• 「同質な」取引とは
何か？

留意点:

取引の収益性レベル
がベンチマーク分析
の利益水準指標
（PLI）の範囲内に
あるかを常に再確認
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3. 独立企業間取引の結果
独立企業間原則に基づく取引を確実に行うための方法

移転価格方針

• グループ企業の機能分析が移転価格
方針設定の出発点

• 限定的なリスクの卸売り業者

（LRD） や委託製造業者が損失計上

している場合、移転価格方針の再分

析が必要と考えられる

• ベンチマーク分析の 結果(各対象取

引の 利益水準指標（PLI ））により

独立企業間取引の範囲内にあるかの

確認

セーフハーバー規定
• 一定の条件を満たす取引について、独

立企業間取引として認められることを
保証

• セーフハーバーの対象となるのは2種類

の取引のみ（付加価値の低いサービス
とローン）

• 充足すべき条件が明確でない（曖昧
な）場合もある

移転価格調整
• ポーランドにおいては、法定の要件を満たす場

合には、一般的に移転価格調整が行われている。

• 独立企業間取引原則を考慮せずに開始された関
連者間取引を事後的に市場価格レベルの取引価
格に調整することを意図したものではない。

• ポーランドの税務当局は、機能とリスクが限定
的な拠点が損失を出している場合、その収益性
は常に独立企業間レベルに調整されることを期
待している。

セーフハーバー

移転価格調整

移転価格方針

主な論点

• 移転価格調整を実施するためには、どのよ
うな条件を満たす必要があるか?

• 移転価格調整の理由は何か?

• 利益水準指標（PLI ）は ベンチマーク分析

による独立企業間取引レンジのどの地点ま
で行うべきか?

• TP 調整はいつ（どの事業年度で）認識する
必要があるか？

• 移転価格調整を実施するために、どのよう
な会計証憑を使用する必要があるか？
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3. 独立企業間取引の結果
移転価格調整の実務

調整は、

a) 一般原則に従った調
整（通常の認識違い
や計算ミス）

b) 移転価格調整

のいずれかに調整する目
的と理由に応じて分類・
定義される。

移転価格調整は、法人税
法第 11e 条に規定された

規則および条件に従って
実施される必要がある。
※

移転価格調整は、課税年
度中（定期的に）または
課税年度終了後に実施さ
することが可能

移転価格調整は、原則と
して、当該課税年度の年
次申告書の提出前に行う
必要がある。

移転価格調整によって取
引価格そのものが変更さ
れるのではなく、会社の
収益性を市場レベルに調
整することを目的とする
場合、そのような調整は
VATの対象外となる。

1) conditions have been established in 
controlled transactions performed by 
the taxpayer during the tax year that 
would have been established by 
unrelated parties;

2) there has been a change in significant 
circumstances affecting the terms and 
conditions established during the tax 
year or the actual costs incurred or 
revenues obtained which are the basis 
for the calculation of the transfer price 
are known, and ensuring their 
compliance with the terms and 
conditions that would have been 
established by unrelated parties 
requires a transfer pricing adjustment;

3) at the time of the adjustment, the 
taxpayer has a statement from a related 
party or accounting evidence confirming 
that the related party has made a 
transfer pricing adjustment in the same 
amount as the taxpayer;

4) there is a legal basis for the exchange 
of tax information with the country 
where the related party referred to in 
point 3 has its residence, registered 
office or management.

税額の上方修正:

• 第 11e 条 1 項から 2 項の条
件が満たされている場合 - 関
連する期間の調整（＝発生し
た事業年度の申告書を修正）

• 第 11e 条 1 項から 2 項の条
件が満たされていない場合 - 
いわゆる一般原則に従った調
整 (＝現在の申告書において
過年度分を修正)

法人税法第11e条：納税者は、以下の条件をすべて満たす場合、収益または費用の額を

変更することにより、移転価格調整を行うことができる。

税額の下方修正:

• 第 11e 条の 1 ～ 4 の条件が
満たされている場合 - 関連す

る期間の調整（＝発生した事
業年度の申告書を修正）

• 第 11e 条の 1 ～ 4 の条件が
満たされていない場合 - この

ような場合には調整を行うこ
とはできず、調整によって生
じた費用は税控除対象費用と
して認識できない。

税務当局は ベンチマークスタディの 結果の四分位範囲
（第1四分位数から第3四分位数までの範囲）で収益性を推
定するが、中央値を好む傾向がますます強まっている。

※国際紛争解決手続き (MAP、APA) 内で外国税務当局による追徴課税がが行われた課税年度の移転価格調整
は、ポーランドの 移転価格規制の下では移転価格調整 とはみなされない。

対象取引の価格は、当時の非
関連者間取引に相応する価格
が設定されている。

該当年度に取引条件、あるい
は費用の発生、収益にに影響
を与える著しい環境変化が
あった。

調整のタイミングにおいて、
取引の相手先が同額の移転価
格調整を行った会計証憑が発
行されている

上記３の取引相手である関連
会社の所在国とポーランドが
情報交換に関する法的な取り
決めがある。
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3.独立企業間取引の結果
移転価格調整における重要なタイムライン

事業年度終了後3か月
法人税申告書の提出（必要に応じて

移転価格調整を反映）

事業年度終了後10か月
ローカルファイルの作成期限（必要に

応じて移転価格調整に関する記載） 

事業年度終了後12か月
マスターファイルの作成期限

事業年度終了後11か月
TPR-C 様式の提出期限（必要に応じ

て移転価格調整を反映） 

KPMGは移転価格調整に関する評価および実施を支援して
おります。

事業年度末が３月末である
場合には、2025年6月30日

が提出期限

リコメンデーション：

法人税年次申告書を提出する前に、関連会社間取引の収
益性レベルがベンチマークスタディ の利益水準指標
（ PLI） 範囲内にあるかどうかを再確認し、必要に応じ
て移転価格調整を実施することをお勧めします。

事業年度末が３月末である
場合には、2026年1月31日

が提出期限

事業年度末が３月末である
場合には、2026年3月31日

が提出期限

事業年度末が３月末である
場合には、2026年2月28日

が提出期限
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4. 移転価格事前確認（APA）
移転価格方針に関する税務当局からの確認取得
移転価格事前確認 (APA) は、関連間取引における移転価格を決定する方法の選択とその方法を適用できる条件が、いずれも独

立企業間取引原則に則ったものであることを納税者が税務当局の局長から確認できるようにする解決策である。

779 
APAの新規申請および

更新申請数

（2006～2024年6月30）

109 
バイラテラルAPAの新規申請およ

び更新申請数

（2006～2024年6月30）

バイラテラルAPAが発行されたあるいは審議中の相手国*:
 オーストリア

 ベルギー

 デンマーク

 フィンランド

 フランス

 ドイツ

 英国

 アイルランド

 イタリア

 リトアニア

 ルクセンブルク

 オランダ

KPMGは移転価格事前確
認（APA）の申請および
交渉支援しております。

 スロバキア

 スペイン

 スウェーデン

 スイス

 米国

 APA は最長 5 年間発行可能であ
り、さらに最長 5 年間更新可能

 ローカルファイルの作成が免除
– ただし、取引は引き続き TPR-
C様式による 報告の対象となる。

*出所：ポーランド財務省（KPMGからの質問に応じた回答）

2026年3月期に向け

た移転価格事前確認
（APA）の申請書提

出にはいいタイミン
グです。

APA発行に要する期間:
 ユニラテラル:6か月

 バイラテラル: 12か月

 マルチラテラル: 18か月
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Thank you!  ご清聴ありがとうございました。

http://kpmg.com/socialmedia
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